
負債の部

科     目 金     額

【流動負債】 【 1,315,265,023】

買掛金 1,158,322,324

未払金 12,056,922

未払費用 2,222,225

未払法人税等 20,863,800

未払消費税等 30,404,100

代理店勘定 33,195,306

預り金 8,662,551

前受収益 7,817,640

仮受金 22,455

賞与引当金 41,697,700

【固定負債】 【 220,146,049】

預り敷金 59,506,049

退職給付引当金 155,165,000

役員退任慰労引当金 5,475,000

負債の部合計 1,535,411,072

純資産の部

科     目 金     額

【株主資本】 【 5,736,260,269】

【資本金】 【 49,000,000】

【資本剰余金】 【 3,703,528,416】

その他資本剰余金 3,703,528,416

【利益剰余金】 【 1,983,731,853】

利益準備金 12,250,000

その他利益剰余金 1,971,481,853

別途積立金 1,881,000,000

繰越利益剰余金 90,481,853

純資産の部合計 5,736,260,269

負債・純資産の部合計 7,271,671,341

科     目 金     額

資産の部

【流動資産】 【 3,642,782,277】

現金及び預金 1,650,440,731

代理店預金 33,195,306

売掛金 1,335,268,215

有価証券(地方債) 99,994,750

商  品 475,113,012

貯蔵品 578,265

立替金 23,629,819

前払金 1,885,800

前払費用 26,938,155

未収代理店手数料 9,030,215

未収入金 371,048

仮払金 19,531

貸倒引当金 △13,682,570

【固定資産】 【 3,628,889,064】

（有形固定資産） （ 1,875,689,359）

建  物 430,428,679

減価償却累計額(建物) △202,386,762

建物付属設備 250,752,668

減価償却累計額(建付) △207,859,280

構築物 700,000

減価償却累計額(構築) △624,166

工具器具備品 99,901,302

減価償却累計額(工具) △68,970,868

その他有形固定資産 246,190,336

土  地 1,327,557,450

（無形固定資産） （ 1,182,398）

ソフトウェア 942,231

その他無形固定資産 240,167

（投資その他の資産） （ 1,752,017,307）

投資有価証券(地方債) 800,000,000

出資金(組合) 7,715,500

前払年金費用 6,104,251

長期前払費用 4,541,123

繰延税金資産 71,551,593

敷金及び保証金 62,084,840

差入保証金 20,000

長期性預金 800,000,000

資産の部合計 7,271,671,341

(単位：円)

貸 借 対 照 表

ＪＡ共済ビジネスサポート株式会社

2026年  3月31日　現在

*なお、当期純利益は82,213,028円となっております。



個 別 注 記 表

ＪＡ共済ビジネスサポート株式会社

自 2025年  4月 1日  至 2026年  3月31日

Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記
　１．資産の評価基準及び評価方法
　　（１）有価証券の評価基準及び評価方法
　　　　　満期保有目的債券　償却原価法（定額法）

　　（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　　　　①　商品　　　　先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法に
　　　　　　　　　　　　　より算定）
　　　　　②　貯蔵品　　　先入先出法による原価法

　２．固定資産の減価償却の方法
　　（１）有形固定資産（リース資産を除く）
　　　　　定率法
　　　　　なお、耐用年数および残存価額については法人税法の規定する方法と同一の基準によっています。
　　　　　ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）並びに2016年4月1日以降に取得した
　　　　　建物付属設備及び構築物については定額法を採用しています。

　　（２）無形固定資産（リース資産を除く）
　　　　　定額法
　　　　　なお、耐用年数については法人税法に規定する方法と同一の基準によっています。
　　　　　ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づいています。

　３. 引当金の計上基準
　　（１）貸倒引当金
　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については法定繰入率（10/1000 ）により計上してい
　　　　　ます。

　　（２）賞与引当金
　　　　　従業員に支給する賞与に備えるため、将来の支給見込額のうち当期対応分を計上しています。

　　（３）退職給付引当金
　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当事業年度末
　　　　　において発生していると認められる額を計上しています。

　　（４）役員退任慰労引当金
　　　　　役員に対する退任慰労金に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しています。

　４. 収益の表示方法
　　　当社は通常の取引において、仲介業者としての機能を果たす場合が多くありますが、このような取引におけ
　　　る取扱高の会計処理については、売上高と売上原価を相殺した純額で表示しています。
　　　（相殺額　22,144,908円）

　５. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　　（１）消費税等の会計処理
　　　　　消費税等については税抜経理方式によっています。

　　（２）リース取引に関する会計処理
　　　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、
　　　　　通常の賃貸借取引に準じた会計処理を行っています。



個 別 注 記 表

ＪＡ共済ビジネスサポート株式会社

自 2025年  4月 1日  至 2026年  3月31日

Ⅱ　株主資本等変動計算書に関する注記
　１. 当期末における発行済株式の数
　　　普通株式　　　　　100,387株

　２. 配当に関する事項
　　（１）配当金支払額
　　　　　2025年6月24日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しています。
　　　　　配当金の総額　　　　　　8,231,734円
　　　　　1株当たりの配当金　　　　　    82円
　　　　　基準日　　　　　　 　 2025年3月31日
　　　　　効力発生日　　　　 　 2025年6月25日

　　（２）基準日が当期に属する配当のうち配当の効力発生日が翌期となるもの
　　　　　2026年6月25日開催の定時株主総会において、次のとおり付議します。
　　　　　配当金の総額　　　　　　8,231,734円
　　　　　配当の原資　　　　　　   利益剰余金
　　　　　1株当たりの配当額　　 　 　 　 82円
　　　　　基準日　　　　　　 　 2026年3月31日
　　　　　効力発生日　　　　 　 2026年6月26日


